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論 文 内 容 の 要 旨 
本研究は、①既設階段室型公営住宅に対するEV設置方法、設置コストを比較検討し、より適正なEV設置方
法を考察する②EV設置に伴う維持管理費負担の現状を通し、リノベーションによって新たに発生する費用負担
の考察を行うことでEV設置リノベーションの円滑な推進に寄与し、さらに集合住宅リノベーション全体に関わ
る知見を得ることを目的とする。 
第１章では、公営住宅の改善事業をその経緯と内容別を整理し、既設公営住宅に対するEV設置事業について
論及している。現在、階段室踊場着床型EVは26管理主体によって211棟・543基、階段室バリアフリー型EV
は14管理主体で43棟・50基が設置されている。 
第２章では、全国の公営住宅ストック活用動向について考察している。管理主体は、既設公営住宅の最も大
きな問題点で今後優先する改修項目は｢バリアフリ－など高齢者、身体障害者への配慮｣と考えていた。 
第３章では、踊場着床型 EV設置に対する住民評価、管理主体の評価について考察した。今後、踊場着床型
EV設置を中心に計画する管理主体と、バリアフリー型 EV設置を中心とする管理主体との 2極化の傾向がみら
れた。それはまた、地方の管理主体と大都市部の管理主体との2極化でもあった。 
第４章では、バリアフリー型EV設置方法を住戸区画変更型と既存住戸区画型に大別し、さらに既存階段室の
取扱いなどで6種類のタイプに分類し、タイプ別に設置方法の評価を行った。 
第５章では、踊場着床型 EVとバリアフリー型 EVの設置コストを比較、考察している。EVの設置コストは、
総じてバリアフリー型EV設置が踊場着床型EVより割高であるが、設置の方法によってはEV設置後26年で総
コスト比較が逆転する場合もあることがわかった。 
第６章では、EV設置に対する住民評価について考察した。EV設置の満足度は上層階住民ほど満足度が高く、
EV設置方法の違いによる差は見られなかった。 
 第７章では、EV設置に伴う費用負担について考察した。EV保守料は大半の管理主体がその全額を負担してお
り、部分的な負担も含めて住民負担としている管理主体は全体の15％にとどまっていた。 
第８章では、EV設置後の家賃算定で上下階によって家賃の差異を設けている管理主体もあり、管理主体によ
ってEV設置後の家賃算定方法が異なる場合もあった。 
第９章（補論）では、海外におけるEV設置リノベーションの特徴を考察している。 
第10章では、集合住宅リノベーション全般に関わる特質やその問題点と課題について考察した。また、集合
住宅リノベーションへの視点、EV設置とバリアフリーの考え方、住民のコミュニティ維持に対する配慮、民間
分譲マンションにおける管理規約の検討などの提言も行った。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
近年、住宅供給の分野においても新規の大量供給の時代から既存ストックの活用の時代へと方向転換がいわ
れている。既存の集合住宅では個別住戸の改善工事にとどまらず共用部や外構を含めた団地全体の再生事業に
およぶ、いわゆるリノベーション、が求められている。また高齢化が著しい公営住宅において居住者がその生
活の質を維持しながら住み続けることの重要性も指摘されている。ここで問題となるのは、当該の公営住宅の
多くでエレベーター（以下EV）が未設置であり、バリアフリーという点からは住み続けるための前提条件さえ
も満たしていないという事実である。こうした状況の中で近年行政はようやくEV設置工事に取り組み始めたが、
実施されたEV設置に対する評価は割れ、またその費用負担の考え方についても混乱がみられる。このEV設置
工事は、いわば大規模に行われている社会的な実験といえるが、これは試行段階であり、文字通り試行錯誤で
手探りの状態と行ってよい。この現在進行形の貴重な事例を整理し、成果と教訓を引き出すことが緊急に求め
られている。 
 本研究は以上のような問題意識にたって、公営住宅におけるEV設置工事に着目し、そこから集合住宅リノベ
ーション全般に普遍化し得る知見を得ることを目的としている。 
第１章では、既設公営住宅の改善事業の諸施策の内容を経年的に整理し、本研究の課題を絞り込んでいる。
第２章では、全国の管理主体における住宅ストック活用の動向について整理、考察している。第３章では、階
段室型住棟への階段室踊場着床型EV設置に対する住民の評価、管理主体の評価について分析、考察した。第４
章では、階段室型住棟への階段室バリアフリー型EV設置について、現地調査や管理主体担当者へのヒアリング
調査なども含めて分析、考察している。第５章では、階段室踊場着床型EVと階段室バリアフリー型EVの設置
コストを総合的に比較、考察している。第６章では、階段室踊場着床型EVと階段室バリアフリー型EVに対す
る居住者の利用実態と評価について比較検討した。第７章では、EV設置に伴う家賃・共益費の負担について分
析、考察した。第８章では、EV設置後の上下階家賃算定の考え方について検討した。第９章補論では、海外に
おけるEV設置をはじめとした集合住宅リノベーションの特徴を整理、考察している。第10章では、各章で得
られた知見をまとめ、公営住宅におけるEV設置リノベーションを通して、新築とは異なる集合住宅リノベーシ
ョン全般に関わる特質やその問題点と課題について整理、考察した。 
本研究は公営住宅におけるEV設置工事という極めて今日的で具体的な事業を対象に、その実態を鮮やかに整
理し、設置タイプによる利用実態や居住者、管理主体の評価の違いを分析し、コストを比較し、更に利便性係
数による家賃算定という制度面からの検討も行い、集合住宅リノベーション全般に通じる知見を得ている。そ
して、現時点では階段室バリアフリー型EV設置、とりわけ既存住戸区画型EV設置の優位性と可能性について
明快に導き出している。 
すなわち、本論文は以上のような貴重な学術的成果を上げており、本審査委員会は本論文を博士（学術）の
学位を授与するに値するものと認定した。 
 
